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1 目的 

1 この基準書は、水道法及び同施行令並びに高岡市水道事業給水条例（以下「給

水条例」という。）及び同施行規程（以下「施行規程」という。）、高岡市指定給水

装置工事事業者規程に基づき、高岡市における給水装置の設計及び施工について

定めるものである。 

2 この基準書に明記していない事項については、水道施設設計指針及び給水装置

工事技術指針によるものとする。 

（解説） 

1 用語の定義 

この基準において、用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（1） 管理者とは、高岡市上下水道事業管理者をいう。 

（2） 工事事業者とは、水道法第 16 条の 2 第 1 項により指定を受けた高岡市給水

装置工事事業者をいう。 

（3） 主任技術者とは、国土交通省令で定める、給水装置工事主任技術者免許状の

交付を受けた給水装置工事主任技術者をいう。（水道法第 25 条の 4～6、水道

法施行規則第 23 条） 

（4） 給水装置とは、需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配水管か

ら分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。（水道法第 3

条第 9 項） 

2 給水装置工事の種類 

（1） 新設工事 

新たに給水装置を設ける工事。 

（2） 改造工事 

給水管の増径、管種変更、給水栓の増設など、給水装置の原形を変える工事。 

メータ位置の変更及び給水装置の一部を井戸水から切り替える場合等も改造

工事となる。 

（3） 修繕工事 

国土交通省令で定める、単独水栓の取替え及び補修並びにこま、パッキン等給

水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴わないものに限

る。）といった軽微な変更を除くもので、原則として、給水装置の原形を変え

ないで給水管、給水栓等の部分的な破損個所を修理する工事。 （水道法第 16

条の 2 第 3 項、水道法施行規則第 13 条） 

（4） 撤去工事 

給水装置を配水管、又は他の給水装置の分岐部から取り外す工事。 

3 給水装置の管理 

水道事業者が管理するものは水道施設であり、この施設に給水装置は含まれない

ので、需要者が管理する。（水道法第 3 条第 8 項）
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2 給水装置の基本計画 
給水装置の基本計画は、基本調査、給水方法の決定、計画使用水量の決定、給水

管の口径の決定等からなっており、給水装置にとって最も基本的な事項を決定する

ものである。 

 

2.1 基本調査 

1 給水装置工事の依頼を受けた場合は、現場の状況を把握するために必要な調査

を行うこと。 

2 基本調査は、計画・施工の基礎となる重要な作業であり、調査の良否は計画の

策定、施工、さらには給水装置の構造にも影響するものであるので、慎重に行う

こと。 

（解説） 

基本調査は、事前調査と現場調査に区分され、その内容によって「工事申込者に確

認するもの」、「上下水道局に確認するもの」、「現地調査により確認するもの」がある。

基本調査は、主任技術者が行うものとし、標準的な調査項目、調査内容等を表-2.1.1

に示す。 
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表-2.1.1 調査項目と内容 

調 査 項 目 調 査 内 容 

調査（確認）場所 

工事 

申込者 

水道 

事業者 
現 地 その他 

1 工事場所 町名、丁目、番地等住居表示番号 ○  ○  

2 使用水量 
使用目的（事業・住居）、使用人員、

延床面積、取付栓数 
○  ○  

3 
既設給水装

置の有無 

所有者、布設年月日、形態（単独、

連帯）、口径、管種、布設位置、使

用水量、お客様番号 

○ ○ ○ 所有者 

4 屋外配管 
水道メータ、止水栓（仕切弁）の

位置、布設位置 
○  ○  

5 屋内配管 
給水栓の位置（種類と個数）、給水

用具 
○  ○  

6 
配水管の布

設状況 

口径、管種、布設位置、仕切弁、

配水管の水圧、消火栓の位置 
 ○ ○  

7 道路の状況 
種別、（公道、私道等）、幅員、舗

装別、舗装年次 
  ○ 

道路 

管理者 

8 
各種埋設物

の有無 

種類（下水道、ガス、電気、電話

等）、口径、布設位置 
  ○ 

埋設物 

管理者 

9 
現地の施工

環境 
施工時間（昼、夜）、関連工事   ○ 

埋設物 

管理者 
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調 査 項 目 調 査 内 容 

調査（確認）場所 

工事 

申込者 

水道 

事業者 
現 地 その他 

10 

既設給水管

から分岐す

る場合 

所有者、給水戸数、布設年月、口

径、布設位置、既設建物との関連 
○ ○ ○ 所有者 

11 
受水槽方式

の場合 

受水槽の構造、位置、点検口の位

置、配管ルート 
  ○  

12 

工事に関す

る同意承諾

の取得確認 

分岐の同意、私有地給水管の埋設

の同意、その他利害関係人の承諾 
○   

利害 

関係者 
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2.2 給水方式の決定 

給水方式は、直結式、受水槽式及び直結・受水槽併用式があり、その方式は、給水高さ、

所要水量、使用用途及び維持管理面を考慮し、表-2.1.2 給水方式条件表により決定すること。 

1 直結式給水は、配水管の水圧で直結給水する方式（直結直圧式）と、給水管の途中に直

結給水用増圧ポンプを設置し直結給水する方式（直結増圧式）がある。 

2 受水槽式給水は、配水管から一旦受水槽に受け、この受水槽から給水する方式であり、

配水管の水圧は受水槽以下には作用しない。 

3 直結・受水槽併用式給水は、一つの建築物内で直結式、受水槽式の両方の給水方式を併

用するものである。 

 

（解説） 

1 直結式 

（1） 直結直圧式 （図-2.2.1） 

配水管の持つ水量、水圧等の供給能力範囲で、上層階まで給水する方式である。 

 
図-2.2.1 直結直圧式の一般図 

給水方式 

直結式 

受水槽式 

直結・受水槽併用式 

直圧式 

増圧式 
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（2） 直結増圧式 （図-2.2.2，図-2.2.3） 

直結増圧式は、給水管の途中に増圧給水設備を設置し、圧力を増して直結給水

する方式である。 

この方式は、給水管に直接、増圧給水設備を連結し、配水管の水圧に影響を与

えることなく、水圧の不足分を加圧して高位置まで直結給水するもので、受水

槽の管理不備における衛生問題の解消、省エネルギーの推進、設備スペースの

有効利用につながるものである。 

各戸への給水方法として、給水栓まで直接給水する直送式と、ポンプにより高

所に置かれた受水槽に給水し、そこから給水栓まで自然流下させる高置水槽式

がある。 

 

図-2.2.2 直結増圧式（ﾎﾟﾝﾌﾟ式）の例 図-2.2.3 直結増圧式（高置水槽式）の例 

 

2 受水槽式 

建物の階層が多い場合又は一時に多量の水を使用する需要者に対して、受水槽を

設置して給水する方式である。 

受水槽式給水は、配水管の水圧が変動しても給水圧、給水量を一定に保持できる

こと、一時に多量の水使用が可能であること、断水時や災害時にも給水が確保でき

ること、建物内の水の使用変動を吸収し、配水施設への負荷を軽減すること等の効

果がある。 

（1） 需要者の必要とする水量、水圧が得られない場合のほか、次のような場合に

は、受水槽式とすることが必要である。 

ア 病院などで災害時、事故などによる水道の断減水時にも、給水の確保が必要

な場合。 

イ 一時に多量に水を使用するとき、又は使用水量の変動が大きいときなどに、

配水管の水圧低下を引き起こすおそれがある場合。 

ウ 配水管の水圧変動にかかわらず、常時一定の水量、水圧を必要とする場合。 

エ 有毒薬品を使用する工場など、逆流によって配水管の水を汚染するおそれの

ある場合。 

 
高置水槽以下装置 
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（2） 受水槽式給水の主なものは、次のとおりである。 

ア 高置水槽式 

受水槽式給水の最も一般的なもので、受水槽を設けて一旦これに受水したの

ち、ポンプでさらに高置水槽へ汲み上げ、自然流下により給水する方式であ

る。（図-2.2.4） 

一つの高置水槽から適当な水圧で給水できる高さの範囲は、10 階程度なので、

高層建物では高置水槽や減圧弁をその高さに応じて多段に設置する必要があ

る。（図-2.2.5） 

 
図-2.2.4 高置水槽式 図-2.2.5 多段式高置水槽式

 

イ 圧力水槽式 （図-2.2.6） 

小規模の中層建物に多く使用されている方式で、受水槽に受水したのち、

ポンプで圧力水槽に貯え、その内部圧力によって給水する方式である。 

 

ウ ポンプ直送式 （図-2.2.7） 

小規模の中層建物に多く使用されている方式で、受水槽に受水したのち、

使用水量に応じてポンプ運転台数の変更や回転数制御によって給水する方式

である。 

 

図-2.2.6 圧力水槽式 図-2.2.7 ポンプ直送式 
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（3） 受水槽容量と受水方式 

受水槽の容量は、使用水量によって定めるが、配水管の口径に比べ単位時間当

たりの受水量が大きい場合には、配水管の水圧が低下し、付近の給水に支障を

及ぼすことがある。このような場合には、流量調整弁を設け配水管の負荷を軽

減させるようにする。 

 

3 直結・受水槽併用方式 

一つの建物内で、直結式及び受水槽式の両方の給水方式を併用するものである。 
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表-2.1.2 給水方式条件表 

 
給水装置高さ 配水管水圧 

給水管 
口径 

最大 
流速 

直

結

式 

増

圧

式 

10 階以下 制約なし 

φ25～φ50mm 

サドル分水栓に

よる給水管分岐

口径は配水管口

径の 2 段落とし

とする。 

2.0m/s 

以下 

直

圧

式 

5 階以下 0.33MPa 以上 

4 階以下 0.28MPa 以上 

3 階以下 0.23MPa 以上 

φ20～φ50mm 

サドル分水栓に

よる給水管分岐

口径は配水管口

径の 2 段落とし

とする。 

受水槽

式 

・災害時の断水による影響が特に大きい病院

や避難所となる公共施設は受水槽式とする

ことが望ましい。 

・有毒な薬品を用いる印刷工場、メッキ工場、

化学工場、食品冷却機、電子計算機の冷却用

水等に供給する場合は受水槽式とする。 
給水管口径は配

水管口径より小

さいこと。 

直結・

受水槽

併用式 

・直結式及び受水槽式の条件によるものとす

るが、上下水道局と協議を行うこと。 

※ 3 階以上の直結式の場合は「直結直圧給水（3 階以上）及び直結増圧給水協議申請

書」を提出すること。添付書類の水理計算書において、残圧を 0.07MPa とする。 

※ 受水槽を設置する場合は「小規模貯水槽水道給水開始届出書」もしくは「簡易専

用水道給水開始届出書」を提出すること。 

※ この表に定められていないものやφ75mm 以上の直結式給水は、上下水道局と協

議を行うこと。 
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2.3 計画使用水量の決定 

給水装置の使用水量を計画する方法及び考え方を本項で述べるが、主な用語の定

義は以下のとおりである。 

 

2.3.1 用語の定義 

1 計画使用水量とは、給水装置工事の対象となる給水装置に給水される水量をい

い、給水装置の口径決定等の基礎となるものである。 

2 同時使用水量とは、給水装置工事の対象となる給水装置内に設置されている給水

用具のうちから、いくつかの給水用具を同時に使用することによってその給水装

置を流れる水量をいい、一般的に計画使用水量は同時使用水量から求められる。 

3 計画一日使用水量とは、給水装置工事の対象となる給水装置に給水される水量で

あって、一日当たりのものをいう。計画一日使用水量は、受水槽式給水の場合に

おいて受水槽容量の決定等の基礎となるものである。 

（解説） 

1 計画使用水量とは、給水装置の計画の基礎となるものである。具体的には、給水管

の口径を決定する基礎となるものであるが、一般に、直結式の場合は、同時使用水

量から求められ、受水槽式の場合は、一日当たりの使用水量から求められる。なお、

計画使用水量を設計使用水量ということもあるが、本書では計画使用水量と統一し

ている。 

2 同時使用水量とは、給水栓、給湯器等の給水用具が同時に使用された場合の使用水

量であり、瞬時の最大使用水量に相当する。 

 

2.3.2 計画使用水量の決定 

1 計画使用水量は、給水管の口径、受水槽容量といった給水装置系統の主要諸元を

計画する際の基礎となるものであり、建物の用途及び水の使用用途、使用人数、

給水栓の数等を考慮した上で決定すること。 

2 同時使用水量の算定に当たっては、各種算定方法の特徴を踏まえ、使用実態に応

じた方法を選択すること。 

（解説） 

1 直結式給水の計画使用水量 

（1） 計画使用水量 

直結式給水における計画使用水量は、給水用具の同時使用の割合を十分考慮し

て実態に合った水量を設定することが必要である。この場合は、計画使用水量

は同時使用水量から求める。以下に、一般的な同時使用水量の求め方を示す。 

ア 一戸建て等における同時使用水量の算定の方法 

（ア） 同時に使用する給水用具を設定して計算する方法 （表-2.3.1） 

同時に使用する給水用具数だけを表-2.3.1 から求め、任意に同時に使用

する給水用具を設定し、設定された給水用具の吐水量を足し合わせて同

時使用水量を決定する方法である。使用形態に合わせた設定が可能であ

る。しかし、使用形態は種々変動するので、それらすべてに対応するた
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めには、同時に使用する給水用具の組み合わせを数通り変えて計算しな

ければならない。このため同時に使用する給水用具の設定に当たっては、

使用頻度の高いもの（台所、洗面所等）を含めるとともに、需要者の意

見なども参考に決める必要がある。ただし、学校や駅の手洗所のように

同時使用率の極めて高い場所には、手洗器、小便器、大便器等、その用

途ごとに表-2.3.1 を適用して合算する。 

一般的な給水用具の種類別吐水量は表-2.3.2 のとおりである。また、給

水用具の種類に関わらず吐水量を口径によって一律の水量として扱う方

法もある。（表-2.3.3） 

 

表-2.3.1 同時使用を考慮した給水用具数 

総給水用具数 同時に使用する給水用具数 

1 1 

2～4 2 

5～10 3 

11～15 4 

16～20 5 

21～30 6 

 

表-2.3.2 種類別吐水量と対応する給水用具の口径 

用 途 使用水量（L/min） 
対応する給水用

具の口径（mm） 
備 考 

台所流し 

洗濯流し 

洗面器 

浴槽（和式） 

〃（洋式） 

シャワー 

小便器（洗浄ﾀﾝｸ） 

〃（洗浄弁） 

大便器（洗浄ﾀﾝｸ） 

〃（洗浄弁） 

手洗器 

消火栓（小型） 

散水 

洗車機 

12～40 

12～40 

8～15 

20～40 

30～60 

8～15 

12～20 

15～30 

12～20 

70～130 

5～10 

130～260 

15～40 

35～65 

13～20 

13～20 

13 

13～20 

20～25 

13 

13 

13 

13 

25 

13 

40～50 

13～20 

20～25 

 

 

 

 

 

 

1 回（4～6 秒）の吐

水量 2～3L 

1 回（8～12 秒）の吐

水量 13.5～16.5L 

 

 

 

業務用 

 

表-2.3.3 給水用具の標準使用水量 

給水栓口径（mm） 13 20 25 
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標準流量（L/min） 17 40 65 

（イ） 標準化した同時使用水量により計算する方法 （表-2.3.4） 

給水用具の数と同時使用水量の関係についての標準値から求める方法

である。給水装置内の全ての給水用具の個々の使用水量を足し合わせた全

使用水量を給水栓数で割ったものに、使用水量比を掛けて求める。 

使用水量比
給水用具総数

給水用具の全使用水量
同時使用水量＝   

 

表-2.3.4 給水用具数と使用水量比 

総給水用具数 1 2 3 4 5 6 7 

使用水量比 1 1.4 1.7 2.0 2.2 2.4 2.6 

総給水用具数 8 9 10 15 20 30  

使用水量比 2.8 2.9 3.0 3.5 4.0 5.0  

 

イ 集合住宅等における同時使用水量の算定方法 

（ア） 各戸使用水量と給水戸数の同時使用率による方法 （表-2.3.5） 

1 戸の使用水量については、表-2.3.1 又は、表-2.3.2 を使用した方法で求

め、全体の同時使用戸数については、給水戸数の同時使用率（表-2.3.5）

により同時使用戸数を定め同時使用水量を決定する方法である。 

 

表-2.3.5 給水戸数と使用水量率 

戸   数 1～3 4～10 11～20 21～30 31～40 41～60 61～80 81～100 

同時使用戸率 

（%） 
100 90 80 70 65 60 55 50 

 

（イ） 戸数から同時使用水量を予測する算定式を用いる方法 

10 戸未満 Q=42 N 0.33 

10 戸以上 600 戸未満 Q=19 N 0.67 

ただし、Q：同時使用水量（L/min）、N：戸数 

 

（ウ） 居住人数から同時使用水量を予測する算定式を用いる方法 

30 人以下 Q＝26 P 0.36 

31 人～200 人未満 Q＝13 P 0.56 

ただし、Q：同時使用水量（L/min）、P：人数（人） 
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図-2.3.1 給水戸数と同時使用量 

 

ウ 一定規模以上の給水用具を有する事務所、ビル等における同時使用水量の算

定方法 

（ア） 給水用具給水負荷単位による方法 （表-2.3.6，図-2.3.2） 

給水用具給水負荷単位とは、給水用具の種類による使用頻度、使用時間

及び多数の給水用具の同時使用を考慮した負荷率を見込んで、給水流量を

単位化したものである。同時使用水量の算出は、表-2.3.6 の各種給水用具

の給水用具負荷単位に給水用具数を乗じたものを累計し、図-2.3.2 の同時

使用水量図を利用して同時使用水量を求める方法である。 
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表-2.3.6 給水用具給水負荷単位表 

給 水 用 具 

給水用具給水負荷単位 

備   考 

個 人 用 
公共用及び 

事業用 

大便器 F・V 6 10 
F・V＝洗浄弁 

 

F・T＝洗浄水槽 

大便器 F・T 3 5 

小便器 F・V ― 5 

小便器 F・T ― 3 

洗面器 水栓 1 2 

手洗器 〃 0.5 1 

浴槽 〃 2 4 

シャワー 混合弁 2 4 

台所流し 水栓 3 ― 

料理場流し 〃 2 4 

食器洗流し 〃 ― 5 

掃除用流し 〃 3 4 

（空気調和・衛生工学便覧 平成 7 年度版による） 
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〔注〕この図の曲線①は大便器洗浄弁の

多い場合、曲線②は大便器洗浄タンクの

多い場合に用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.3.2 同時使用水量図 （実用建築給排水設備による） 

 

（2） 直結増圧式給水の計画使用水量 

直結増圧式給水を行うにあたっては、同時使用水量を適正に設定することが、

適切な配管口径の決定及び増圧給水設備の適正容量の決定に不可欠である。こ

れを誤ると、過大な設備の導入、エネルギー利用の非効率化、給水不足の発生

などが起こることがある。 

同時使用水量の算定にあたっては、給水用具種類別吐水量とその同時使用率

を考慮した方法（表-2.3.1～表-2.3.4）、居住人数から同時使用水量を予測する

算定式を用いる方法（図-2.3.1）、空気調和・衛生工学便覧を参考にする方法（表

-2.3.7）等があり、各種算定方法の特徴を熟知した上で、使用実態に応じた方

法を選択すること。 
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2 受水槽式給水の計画使用水量 

受水槽式給水における受水槽への給水量は、受水槽の容量と使用水量の時間的変

化を考慮して定める。一般に受水槽への単位時間当たり給水量は、一日当たりの計

画使用水量を使用時間で除した水量とする。 

計画一日使用水量は、建物種類別単位給水量・使用時間・人員（表-2.3.7）を参考

にするとともに、当該施設の規模と内容、給水区域内における他の使用実態などを

十分考慮して設定する。 

 

計画一日使用水量の算定には、次の方法がある。 

（1） 使用人員から算出する場合 

1 人 1 日当たり使用水量（表-2.3.7） × 使用人員 

（2） 使用人員が把握できない場合 

単位床面積当たり使用水量（表-2.3.7） × 延床面積 

（3） その他 

使用実績等による積算 

表-2.3.7 は、参考資料として掲載したもので、この表にない業態等につ

いては、使用実態及び類似した業態等の使用水量実績等を調査して算出す

る必要がある。 

また、実積資料等がない場合でも、例えば用途別及び使用給水用具ごと

に使用水量を積み上げて算出する方法もある。 

 

なお、受水槽の容量は、計画一日使用水量の 4/10～6/10 とする。前述のほか次の

事項を厳守すること。 

① 消火用水と飲料水を共用する場合は、その容量が一日最大使用水量を越えな

いよう配慮すること。 

② 受水槽へ流入する口径が 40mm 以上の場合は、流量調整弁を設置し流速

2.0m/s 以下にすること。ただし、管理者が特別な理由があると認めたときは

この限りではない。 

③ 高置水槽の有効容量は、計画一日使用水量の 1/10 程度を標準とする。 
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表-2.3.7 建物種類別単位給水量・使用時間･人員表 

建 物 種 類 
単 位 給 水 量 

（ 一 日 当 た り ） 

使用 

時間 

（h/d） 

注   記 
有効面積当

たりの人員等 
備         考 

戸 建 住 宅 

集 合 住 宅 

独 身 寮 

200～400L/人 

200～350L/人 

400～600L/人 

10 

15 

10 

居住者一人当たり 

居住者一人当たり 

居住者一人当たり 

0.16 人/m2 

0.16 人/m2 

 

官公庁・事務所 60～100L/人 9 在勤者一人当たり 0.2 人/m2 
男子 50L/人,女子 100L/人 

社員食堂･ﾃﾅﾝﾄ等は別途加算 

工 場 60～100L/人 

操 業

時 間

＋1 

在勤者一人当たり 

座り作業 

 0.3 人/m2 

立ち作業 

 0.1 人/m2 

男子 50L/人,女子 100L/人 

社員食堂･ｼｬﾜｰ等は別途加算 

総 合 病 院 
1,500～3,500L/床 

30～60L/m2 
16 延べ面積 1 ㎡当たり 

 設備内容などにより詳細に検討 

ホ テ ル 全 体 

ホ テ ル 各 室 部 

500～6,000L/床 

350～450L/床 

12 

12 

  設備内容などにより詳細に検討 

各室部のみ 

保 養 所 500～800L/人 10    

喫 茶 店 

20～35L/客 

55～130L/店舗 m2 10 

 店面積には

厨房面積を

含む 

厨房で使用される水量のみ 

便所栓浄水などは別途加算 

飲 食 店 

55～130L/客 

110～530L/店舗 m2 10 

 同上 同上 

定性的には､軽食･そば・和食･

洋食･中華の順に多い 

社 員 食 堂 
25～50L/食 

80～140L/食堂 m2 
10 

 同上 同上 

給 食 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 20～30L/食 10   同上 

デ パ ー ト 

ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾏ ｰｹｯ ﾄ 
15～30L/m2 10 

延べ面積 1 m2 当たり  従業員分･空調用水を含む 

小 ･ 中 ･ 

普 通 高 等 学 校 
70～100L/人 9 

（生徒+職員）一人当た

り 

 教師･従業員を含む。ﾌﾟｰﾙ用水 

（40～100L/人）は別途加算 

大 学 講 義 棟 2～4L/m2 9 延べ面積 1 m2 当たり  実験･研究用水は別途加算 

劇 場 ･ 映 画 館 
25～40L/m2 

0.2～0.3L/人 
14 

延べ面積 1 m2 当たり 

入場者一人当たり 

 従業員分・空調用水を含む 

ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ 駅 

普 通 駅 

10L/1,000 人 

3L/1,000 人 

16 

16 

 乗降客 1,000 人当たり 

乗降客 1,000 人当たり 

 列車給水･洗車用水は別途加

算 

従業員分･多少のﾃﾅﾝﾄを含む 

寺 院 ･ 教 会 10L/人 2 参会者一人当たり  常住者･常勤者分は別途加算 

図 書 館 25L/人 6 閲覧者一人当たり 0.4 人/m2 常勤者分は別途加算 

（空気調和・衛生工学会便覧 平成 7 年版による） 

注 1） 単位給水量は設計対象給水量であり、年間一日平均給水量ではない。 
注 2） 備考欄に付記のない限り､空調用水､冷凍機冷却水､実験･研究用水､ﾌﾟﾛｾｽ用水､ﾌﾟｰﾙ､ｻｳﾅ用水等は別途加算する。 
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2.4 給水管の口径の決定 

1 給水管の口径は、配水管の計画最小動水圧時において、計画使用水量を供給でき

る大きさにすること。 

2 水理計算に当たっては、計画条件に基づき、損失水頭、管口径、メータ口径等を

算出すること。 

3 メータ口径は、計画使用水量に基づき、使用するメータの使用流量基準を参考に

して決定すること。 

（解説） 

給水管の口径は、配水管の計画最小動水圧時において、計画使用水量を十分に供給

できるもので、かつ経済性も考慮した合理的な大きさにすること。 

口径は、給水用具の立ち上がり高さと計画使用水量に対する総損失水頭を加えたも

のが、配水管の水圧の水頭以下となるよう計算によって定める。（図-2.4.1） 

 

図-2.4.1 動水勾配線図 

 

ただし、将来の使用水量の増加、配水管の水圧変動等を考慮して、ある程度の余裕

水頭を確保しておく必要がある。 

なお、最低作動水圧を必要とする給水用具がある場合は、給水用具の取付部におい

て 3～5m 程度の水頭を確保し、また先止め式瞬間湯沸し器と給湯管路が長い場合は、

給湯水栓やシャワーなどにおいて所要水量を確保できるようにすることが必要である。 

さらに、給水管内の流速は、過大にならないよう配慮することが必要である。（空気

調和・衛生工学会では 2.0m/s 以下としている。） 

口径決定の手順は図-2.4.2 のとおり、まず給水用具の所要水量を設定し、管路の各

区間に流れる流量を求める。次に口径を仮定し、その口径で給水装置全体の所要水頭

が、配水管の水圧以下であるかどうかを確かめ、満たされている場合はそれを求める

口径とする。 
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図-2.4.2 口径決定の手順 

 

水道メータについては、口径ごとに適正使用流量範囲、瞬間使用の許容流量があり、

口径決定の大きな要因となる。 

なお、水道メータの形式は多数あり、使用する水道メータの性能を確認すること。 

各給水用具の所要水量の設定 

同時使用給水用具の設定 

各区間流量の設定 

口径の仮定 

給水装置末端からの水理計算 

各区間の損失水頭 

各区間の所要水頭 

各分岐点の所要水頭 

給水装置全体の所要水頭

が、配水管の水圧以下で

あるか 

終了 

YES 

NO 
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1 損失水頭 

損失水頭には、管の流入、流出口における損失水頭、管の摩擦による損失水頭、

水道メータ、給水用具類による損失水頭、管の曲がり、分岐、断面変化による損失

水頭等がある。 

これらのうち主なものは、管の摩擦損失水頭、水道メータ及び給水用具類による

損失水頭であって、その他のものは計算上省略しても影響は少ない。 

 

（1） 給水管の摩擦損失水頭 

給水管の摩擦損失水頭の計算は、口径 50mm 以下の場合はウエストン

（Weston）公式により、口径 75mm 以上の管についてはヘーゼン・ウィリア

ムス（Hazen･Willams）公式による。 

・ウエストン公式 （口径 50mm 以下の場合） 

g

V

D

L

V

D
h

2

1087.001739.0
0126.0

2








 
  

V
D

Q 
4

2
 

ここに、 h ： 管の摩擦損失水頭 （m） 

 V ： 管の平均流速 （m/sec） 

 L ： 管の長さ （m） 

 D ： 管の口径 （m） 

 g ： 重力の加速度 （9.8m/sec2） 

 Q ： 流量 （m3/sec） 

 

ウエストン公式による給水管の流量図を示せば、図-2.4.3 のとおりである。 

 
図-2.4.3 ウエストン公式による給水管の流量図 
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・ヘーゼン・ウィリアムス公式 （口径 75mm 以上の場合） 

h=10.666・C－1.85・D－4.87・Q 1.85・L 

V＝0.35464・C・D 0.63・I 0.54 

Q＝0.27853・C・D 2.63・I 0.54 

ここに、 I ： 1000
L

h
動水勾配  （‰） 

 C ： 流速係数 

   埋設された管路の流速係数の値は、管内面の

粗度と管路中の屈曲、分岐部等の数及び通水

年数により異なるが、一般に、新管を利用す

る設計においては、屈曲部損失などを含んだ

管路全体として 110、直線部のみの場合、130

が適当である。 

 

（2） 各種給水用具による損失 

水栓類、水道メータ、管継手部による水量と損失水頭の関係は、表-2.4.1 に

示すとおりである。 

なお、この表に示していない給水用具類の損失水頭は、製造会社の資料など

を参考にして決めることが必要である。 

 

（3） 各種給水用具類などによる損失水頭の直管換算長 

直管換算長とは、水栓類、水道メータ、管継手部等による損失水頭が、これ

と同口径の直管の何メートル分の損失水頭に相当するかを直管の長さで表し

たものをいう。 

各種給水用具の標準使用水量に対応する直管換算長をあらかじめ計算して

おけば、これらの損失水頭は管の摩擦損失水頭を求める式から計算できる。 

直管換算長の求め方は次のとおりである。 

ア 各種給水用具の標準使用水量に対応する損失水頭（h）を表-2.4.1 など

から求める。 

イ 図-2.4.3 のウエストン公式流量図から、標準使用水量に対応する動水勾

配（I）を求める。 

ウ 直管換算表（L）は、 1000






I

h
L である。 
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2 口径決定計算の方法 

管路において、計画使用水量を流すために必要な口径は、流量公式から計算して

求めることもできるが、ここでは、流量図を利用して求める方法について計算例で

示す。 

なお、実務上おおよその口径を見出す方法として、給水管の最長部分の長さと配

水管の水圧から給水用具の立ち上がり高さを差し引いた水頭（有効水頭）より動水

勾配を求め、この値と同時使用率を考慮した計画使用水量を用いてウエストン公式

流量図により求める方法もある。 

 

（1） 直結式（一般住宅）の口径決定 

ア 計算条件 

計算条件を次のとおりとする。 

配水管の水圧 0.2MPa 

給水栓数 6 栓 

給水高さ 7.0m 

 

・給水用具名 

A： 大便器（洗浄水槽） 

B： 手洗器 

C： 台所流し 

D： 洗面器 

E： 浴槽（和式） 

F： 大便器（洗浄水槽） 

 

イ 計算手順 

（ア） 計画使用水量を算出する。 

（イ） それぞれの区間の口径を仮定する。 

（ウ） 給水装置の末端から水理計算を行い、各分岐点での所要水頭を求める。 

（エ） 同じ分岐点からの分岐管路において、それぞれの分岐点での所要水頭

を 求める。その最大値が、その分岐点での所要水頭になる。 

（オ） 最終的に、その給水装置が配水管から分岐する箇所での所要水頭が、

配水管の水頭以下となるよう仮定口径を修正して口径を決定する。 

o 
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ウ 計画使用水量の算出 

計画使用水量は、「表-2.3.1 同時使用率を考慮した給水用具数」と「表-2.3.2 

種類別吐水量と対応する給水用具の口径」より算出する。 

 

給水用具名 給水栓口径 同時使用の有無 計画使用水量 

A 大便器（洗浄水槽） 13mm 使 用 12L/min 

B 手洗器 13mm   

C 台所流し 13mm 使 用 12L/min 

D 洗面器 13mm   

E 浴槽（和式） 13mm 使 用 20L/min 

F 大便器（洗浄水槽） 13mm   

 計 44L/min 

 

エ 口径の決定 

各区間の口径を次図のように仮定する。 

 

o 
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オ 口径の決定計算 

区 間 
流量 

L/min 

仮定 
口径 
mm 

動水勾配 
‰ 
A 

延 長 
m 
B 

損失水頭 
m 

D=A×B/1000 

立上げ 
高さ m 

E 

所要水頭 
m 

F=D+E 
備  考 

給水栓 

A 
12 13 給水用具の損失水頭 0.68 ― 0.68 表-2.4.1 

給水管 

A～G 間 
12 13 228 1.0 0.23 1.0 1.23 

動水勾配は

図-2.4.3 よ

り求める。 

給水管 

G～H 間 
12 25 12 1.2 0.01 ― 0.01 

給水管 

H～K 間 
12 25 12 2.5 0.03 2.5 2.53 

 計 4.45  

 

給水栓 

C 
12 13 給水用具の損失水頭 0.68 ― 0.68 表-2.4.1 

給水管 

C～I 間 
12 13 228 1.0 0.23 1.0 1.23 動水勾配は

図-2.4.3 よ

り求める。 給水管 

I～K 間 
12 25 12 2.5 0.03 ― 0.03 

 計 1.94  

 

A～K 間の所要水頭 4.45m＞C～K 間の所要水頭 1.94m。 

よって K 点での所要水頭は、4.45m となる。 

 

給水管 

K～N 間 
24 25 39 2.5 0.10 2.5 2.60 図-2.4.3 

 

給水栓 

E 
20 13 給水用具の損失水頭 1.68 ― 1.68 表-2.4.1 

給水管 

E～L 間 
20 13 562 1.5 0.84 1.5 2.34 動水勾配は

図-2.4.3 よ

り求める。 
給水管 

L～N 間 
20 25 29 4.0 0.12 ― 0.12 

 計 4.14  

 

K～N 間の所要水頭 4.45m+2.60m=7.05m＞E～N 間の所要水頭 4.14m。 

よって N 点での所要水頭は、7.05m となる。 
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区 間 
流量 

L/min 

仮定 
口径 
mm 

動水勾配 
‰ 
A 

延 長 
m 
B 

損失水頭 
m 

D=A×B/1000 

立上げ 
高さ m 

E 

所要水頭 
m 

F=D+E 
備  考 

給水管 

N～O 間 

44 25 112 9.2 1.03 1.0 2.03 図-2.4.3 

44 25 水道メータ 1.57 ― 1.57 

表-2.4.1 44 25 逆 止 弁 0.99 ― 0.99 

44 25 分 水 栓 0.34 ― 0.34 

 計 4.93  

 

全所要水頭は、7.05m+4.93m=11.98m となる。 

よって 11.98m=1.198kgf/cm2。1.198×0.098MPa=0.117MPa＜0.2MPa である

ので、仮定どおりの口径で最適である。 

 

 

（2） 直結式（集合住宅）の口径決定 

ア 計算条件 

計算条件を次のとおりとする。 

配水管の水圧 0.2MPa 

各戸の給水栓数 5 栓 

3DK 6 戸 

給水高さ 6.0m 

 

・給水用具名 

A： 給湯器 

B： 台所流し 

C： 大便器（洗浄水槽） 

D： 洗面器 

E： 浴槽（和式） 

 

 

 

 

イ 計画使用水量の算出 

3 階末端での計画使用水量は、（1） 直結式（一般住宅）と同様に行い、2

戸目以降は、「2.3.2 計画使用水量の決定」の「1 直結式給水の計画使用水

量」「（1） 計画使用水量」「イ 集合住宅等における同時使用水量の算定方

法」「（イ） 戸数から同時使用水量を予測する算定式」により算出する。 
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（ア） 3 階末端での計画使用水量 

給水用具名 給水栓口径 同時使用の有無 計画使用水量 

A 給湯器 20mm 使 用 16L/min 

B 台所流し 13mm   

C 大便器（洗浄水槽） 13mm 使 用 12L/min 

D 洗面器 13mm   

E 浴槽（和式） 13mm 使 用 20L/min 

 計 48L/min 

 

（イ） 2 戸目以降 

戸数から同時使用水量を予測する算定式 

10 戸未満 Q＝42 N 0.33 

Q：同時使用水量 N：戸数 

2 戸目 Q＝42 × 2 0.33＝53 L/min 

4 戸目 Q＝42 × 4 0.33＝66 L/min 

6 戸目 Q＝42 × 6 0.33＝76 L/min 

 

ウ 口径の決定 

各区間の口径を次図のように仮定する。 
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エ 口径決定計算 

区 間 
流量 

L/min 

仮定 
口径 
mm 

動水勾配 
‰ 
A 

延 長 
m 
B 

損失水頭 
m 

D=A×B/1000 

立上げ 
高さ m 

E 

所要水頭 
m 

F=D+E 
備  考 

給湯器 

A 
16 20 給湯器及び以降の損失水頭を 2.5m とする 2.50  

給水管 

A～F 間 
16 20 59 2.5 0.15 0.5 0.65 図-2.4.3 

 計 3.15  

 

給水栓 

C 
12 13 給水用具の損失水頭 0.68 ― 0.68 表-2.4.1 

給水管 

C～F 間 
12 13 228 0.5 0.11 0.5 0.61 図-2.4.3 

 計 1.29  

 

A～F 間の所要水頭 3.15m＞C～F 間の所要水頭 1.29m。 

よって F 点での所要水頭は、3.15m となる。 

 

給水管 

F～G 間 
28 25 51 2.0 0.10 ― 0.10 図-2.4.3 

 

給水栓

E 
20 13 給水用具の損失水頭 1.68 ― 1.68 表-2.4.1 

給水栓 

E～G 間 
20 13 562 0.5 0.28 0.5 0.78 図-2.4.3 

 計 2.46  

 

F～G 間の所要水頭 3.15m+0.10m=3.25m＞E～G 間の所要水頭 2.46m。 

よって G 点での所要水頭は、3.25m となる。 
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区 間 
流量 

L/min 

仮定 
口径 
mm 

動水勾配 
‰ 
A 

延 長 
m 
B 

損失水頭 
m 

D=A×B/1000 

立上げ 
高さ m 

E 

所要水頭 
m 

F=D+E 
備  考 

給水管 

G～H間 

48 25 131 1.5 0.2 ― 0.20 図-2.4.3 

48 25 水道メータ 1.83 ― 1.83 
表-2.4.1 

48 25 逆 止 弁 1.01 ― 1.01 

給水管 

H～I 間 
53 40 18 2.5 0.05 2.5 2.55 

動水勾配は

図-2.4.3 よ

り求める。 

給水管 

I～J 間 
66 40 26 2.5 0.07 2.5 2.57 

給水管 

J～K 間 

76 40 33 8.0 0.26 0.5 0.76 

76 40 水道メータ 0.79 ― 0.79 表-2.4.1 

76 40 逆 止 弁 0.99 ― 0.99 表-2.4.1 

76 40 分 水 栓 0.13 ― 0.13 表-2.4.1 

 計 10.83  

 

全所要水頭は、3.25m+10.83m=14.08m となる。 

よって 14.08m=1.408kgf/cm2。1.408×0.098MPa=0.138MPa＜0.2MPa である

ので、仮定どおりの口径で適当である。 
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（3） 直結式（多分岐給水装置）の口径決定 

ア 計算条件 

計算の条件は次のとおりとする。 

配水管の水圧 0.2MPa 

各戸の給水栓数 5 栓 

給水高さ 2.4m 

 

・給水用具名 

A： 大便器（洗浄水槽） 

B： 手洗器 

C： 浴槽（和式） 

D： 洗面器 

E： 台所流し 

 

 

イ 計画使用水量の算出 

1 戸当たりの計画使用水量は、（1）直結式（一般住宅）と同様に行い、同時

使用 戸数は、「表-2.3.5」給水戸数と同時使用率」により算出した。 

 

給水用具名 給水栓口径 同時使用の有無 計画使用水量 

A大便器（洗浄水槽） 13mm 使 用 12L/min 

B 手洗い器 13mm   

C 浴槽（和式） 13mm 使 用 20L/min 

D 洗面器 13mm   

E 台所流し 13mm 使 用 12L/min 

 計 44L/min 

 

また、同時使用戸数は、4 戸×90/100=3.6 戸 

よって、4 戸全部を同時に使用するものとする。 
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ウ 口径の決定 

各区間の口径を次図のように仮定する。 

 

 

エ 口径決定計算 

区 間 
流量 

L/min 

仮定 
口径 
mm 

動水勾配 
‰ 
A 

延 長 
m 
B 

損失水頭 
m 

D=A×B/1000 

立上げ 
高さ m 

E 

所要水頭 
m 

F=D+E 
備  考 

給水栓 

A 
12 13 給水用具の損失水頭 0.68 ― 0.68 表-2.4.1 

給水管 

A～F 間 
12 13 228 1.0 0.23 1.0 1.23 動水勾配は 

図-2.4.3 よ

り求める。 
給水管 

F～G 間 
12 20 33 2.0 0.07 ― 0.07 

 計 1.98  

 

給水栓 

C 
20 13 給水用具の損失水頭 1.68 ― 1.68 表-2.4.1 

給水管 

C～G 間 
20 13 562 1.0 0.56 1.0 1.56 図-2.4.3 

 計 3.24  

 

A～G 間の所要水頭 1.98m＜C～G 間の所要水頭 3.24m。 

よって G 点での所要水頭は、3.24m となる。 
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区 間 
流量 

L/min 

仮定 
口径 
mm 

動水勾配 
‰ 
A 

延 長 
m 
B 

損失水頭 
m 

D=A×B/1000 

立上げ 
高さ m 

E 

所要水頭 
m 

F=D+E 
備  考 

給水栓 

G～H 間 
32 25 71 2.0 0.14 ― 0.14 図-2.4.3 

 計 0.14  

 

給水栓

E 
12 13 給水用具の損失水頭 0.68 ― 0.68 表-2.4.1 

給水栓 

E～H 間 
12 13 228 1.0 0.23 1.0 1.23 図-2.4.3 

 計 1.91  

 

G～H 間の所要水頭 3.24m+0.14m=3.38m＞E～H 間の所要水頭 1.91m。 

よって H 点での所要水頭は、3.38m となる。 

 

給水管 

H～I 間 

44 25 112 9.0 1.01 1.0 2.01 図-2.4.3 

44 25 水道メータ 1.57 ― 1.57 
表-2.4.1 

44 25 逆 止 弁 0.99 ― 0.99 

給水管 

I～J 間 
88 40 44 3.0 0.13 ― 0.13 動水勾配は

図-2.4.3 よ

り求める。 
給水管 

J～K 間 
132 40 88 3.0 0.26 ― 0.26 

給水管 

K～L 間 

176 40 170 0.8 0.14 0.4 0.54 図-2.4.3 

176 40 分水栓の損失水頭を 0.8m とする 0.80  

 計 6.30 

 

全所要水頭は、3.38m+6.30m=9.68m となる。 

よって 9.68m=0.968kgf/cm2。0.968×0.098MPa＝0.095MPa＜0.2MPa である

ので、仮定どおりの口径で適当である。 
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P6+P7 

（4） 直結増圧式給水における口径決定 

直結増圧式給水の場合には、増圧給水設備や給水管の給水能力が、建物内の使

用水量の変動と直接的に影響し合うことから、口径の決定にあたっては、使用

実態に沿った同時使用水量を的確に把握する必要がある。 

直結増圧式給水における口径決定の手順は、始めに建物内の同時使用水量を把

握し、その水量を給水できる性能を有する増圧給水設備を選定し、さらにその

水量に応じた給水管の口径を決定する。 

 

ア 直結増圧式給水における動水勾配線 

 

 

 

P： 必要とする給水圧力 

P0： 配水管圧力（設計水圧） 

P1： 高低差による圧力損失 

P2： 給水装置の末端、または最高位での必要最小動水圧 

P3： 増圧給水設備一次側給水管の摩擦による圧力損失 

P4： 増圧給水装置一次側の給水用具等の圧力損失 

P5： 高低差による圧力損失（増圧給水設備の実揚程に相当） 

P6： 増圧給水設備二次側給水管の摩擦による圧力損失 

P7： 増圧給水設備二次側の給水用具等の圧力損失 

PS： 増圧給水設備（バイパス管、逆止弁等）による圧力損失 

P ： 給水管・メータ等器具の圧力損失の和（＝P3＋P4＋P6＋P7＋PS） 

Px： 増圧給水設備流入圧力設定値（＝P0－（P3＋P4）） 

Pp： 吐出圧力設定値（＝P5＋P6＋P7＋P2） 

Pp 

Ｐ 

動水勾配線 

P3+P4 

Ps 

Px 

P0 
P5 

P2 

P1 

M 

P6+P7 
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イ 水理計算 

水理計算は、次の計算方法で行い、増圧給水設備の選定を行うこと。 

（ア） 使用水量の決定 

① 集合住宅の場合 

・一日計画使用水量 

「表-2.3.7 建物種類別単位給水量・使用時間・人員表」により算出する。 

Q＝L × N 

Q：一日計画使用水量 

L：一戸当たりの一日計画使用水量 （L/日/戸） 

N：戸数 

・計画使用水量 

「戸数から同時使用水量を予測する算定式」により計算する。 

Q＝42N0.33 （10 戸未満） 

Q＝19N0.67 （10 戸以上 600 戸未満） 

Q：計画使用水量 （L/min） 

N：戸数 

・高置水槽の有効容量 

高置水槽の有効容量は一日計画使用水量の 1/10 とする。 

② 集合住宅以外の場合 

・一日計画使用水量 

「表-2.3.7 建物種類別単位給水量・使用時間・人員表」により算出する。 

・計画使用水量 

「表-2.3.1 同時使用率を考慮した給水用具数」と「表-2.3.2 種類別吐

水量と対応する給水用具の口径」より算出する。 

・高置水槽の有効容量 

高置水槽の有効容量は一日計画使用水量の 1/10 とする。 
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（イ） 増圧給水設備の各圧力設定値の決定 

① 吐出圧力設定値の決定 

次の計算を行い、増圧給水設備の吐出圧力設定値を決定する。 

Pp＝（P5＋P6＋P7＋P2） 

Pp：吐出圧力設定値（MPa（kgf/cm2）） 

P5：高低差による圧力損失（増圧設備全揚程に相当） 

P6：増圧給水設備の二次側給水管の摩擦による圧力損失 

P7：増圧給水設備二次側の給水器具等の圧力損失 

P2：給水装置の末端、または最高位での必要最小動水圧 

② 流入圧力設定値の決定 

次の計算を行い、増圧給水設備の流入圧力設定値を決定する。 

Px＝P0－（P3＋P4） 

Px：流入圧力設定値（MPa（kgf/cm2）） 

P0：配水管水圧（設計水圧） 

P3：増圧給水設備一次側給水管の摩擦による圧力損失 

P4：増圧給水設備一次側の給水器具等の圧力損失 

③ ポンプ停止圧力設定値の決定 

次の計算を行い、増圧給水設備のポンプ停止圧力設定値を決定する。 

PT≧6－H≧0 

PT：ポンプ停止圧力設定値（MPa（kgf/cm2）） 

H ：配水管から設備設置位置までの鉛直高さ（m） 

④ 全揚程 

次の計算により決定する。 

全揚程＝Pp－Px 

Pp：吐出圧力設定値（MPa（kgf/cm2）） 

Px：流入圧力設定値（MPa（kgf/cm2）） 

 

ウ 水理計算例 

（ア） 集合住宅の場合 

① 計算条件 

計算条件は、次のとおりとする。 

集合住宅（マンション） 

2LDK 21 戸 

使用人員 2LDK 3.5 人 

使用水量 200L/人/日 

配水管の水圧 0.2MPa 

給水高さ 24.7m 

各戸給水栓数 5 栓 
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② 一日計画使用水量の算出 

「表-2.3.7 建物種類別単位給水量･使用時間･人員表」により算出する。 

200L/人/日×3.5 人×21 戸＝14,700L/日＝14.7m3/日 

③ 高置水槽有効容量の算出 

高置水槽の有効容量は一日計画使用水量の 1/10 とする。 

14,700L/日÷10＝1,470L＝1.47m3 

④ 計画使用水量（同時使用水量）の算出 

計画使用水量は、「戸数から同時使用水量を予測する算定式」により算出

する。 

10 戸未満 Q＝42N0.33 

10 戸以上 600 未満 Q＝19N0.67 

Q：同時使用水量（L/min） N：戸数 

Q＝19 × 21 0.67＝146L/min 

ただし、末端での計画使用水量は、「表-2.3.1 同時使用率を考慮した給

水用具数」と「表-2.3.2 種類別吐水量と対応する給水用具の口径」より

算出する。 

⑤ 吐出圧力設定値の計算 

Pp＝（P5＋P6＋P7＋P2） 

Pp：吐出圧力設定値（0.01MPa（0.1kgf/cm2）単位で設定） 

P5：高低差による圧力損失（増圧設備全揚程に相当） 

P6：増圧給水設備の二次側給水管の摩擦による圧力損失 

P7：増圧給水設備二次側の給水器具等の圧力損失 

P2：給水装置の末端、または最高位での必要最小動水圧 

 

区 間 
流量 

L/min 

仮定 
口径 
mm 

動水勾配 
‰ 
A 

延 長 
m 
B 

損失水頭 
m 

D=A×B/1000 

立上げ 
高さ m 

E 

所要水頭 
m 

F=D+E 
備  考 

給水栓 

A 
12 13   0.68 ― 0.68 表-2.4.1 

給水管 

A～ﾀ間 
12 13 228 5.0 1.14 1.0 2.14 図-2.4.3 

給水管 

ﾀ～ｿ間 
24 20 108 3.0 0.32 ― 0.32 図-2.4.3 

給水管 

ｿ～ｾ間 

36 20 220 2.0 0.44 ― 0.44 図-2.4.3 

36 20 逆止弁 1.26 ― 1.26 
表-2.4.1 

36 20 水道メータ 2.31 ― 2.31 

給水管 

ｾ～ｽ間 
36 40 9 0.5 0.01 ― 0.01 図-2.4.3 

給水管 

ｽ～ｼ間 
53 40 18 0.5 0.01 ― 0.01 図-2.4.3 

給水管 

ｼ～ｻ間 
60 40 22 3.6 0.08 3.1 3.18 図-2.4.3 
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区 間 
流量 

L/min 

仮定 
口径 
mm 

動水勾配 
‰ 
A 

延 長 
m 
B 

損失水頭 
m 

D=A×B/1000 

立上げ 
高さ m 

E 

所要水頭 
m 

F=D+E 
備  考 

給水管 

ｻ～ｺ間 
76 40 33 3.1 0.10 3.1 3.20 図-2.4.3 

給水管 

ｺ～ｹ間 
83 40 39 3.1 0.12 3.1 3.12 図-2.4.3 

給水管 

ケ～ｸ間 
100 40 54 3.1 0.17 3.1 3.27 図-2.4.3 

給水管 

ｸ～ｷ間 
117 40 71 3.1 0.22 3.1 3.32 図-2.4.3 

給水管 

ｷ～ｶ間 
132 40 88 3.1 0.27 3.1 3.37 図-2.4.3 

給水管 

ｶ～ｵ間 
146 40 105 3.1 0.33 3.1 3.43 図-2.4.3 

給水管 

ｵ～ｴ間 

146 40 スリースバルブ 0.03 ― 0.03 表-2.4.1 

146 40 105 1.8 0.33 0.3 0.63 図-2.4.3 

給水管 

ｴ～ｳ間 

146 40 逆止弁 1.08 ― 1.08 表-2.4.1 

146 40 105 14.5 1.53 ― 1.53 図-2.4.3 

残圧水頭       7.0  

      計 40.33  

 

所要水頭計＝40.33m 

よって、吐出圧力設定値 Pp は 0.39MPa（4.0kgf/cm2）となる。 

 

⑥ 流入圧力設定値の計算 

Px＝P0－（P3＋P4） 

Px：流入圧力設定値（0.01MPa（0.1kgf/cm2）単位で設定） 

P0：配水管水圧（設計水圧） 

P3：増圧給水設備一次側給水管の摩擦による圧力損失 

P4：増圧給水設備一次側の給水器具等の圧力損失 
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区 間 
流量 

L/min 
仮定 
口径 
mm 

動水勾配 
‰ 
A 

延 長 
m 
B 

損失水頭 
m 

D=A*B/1000 

立上げ 
高さ m 

E 

所要水頭 
m 

F=D+E 
備  考 

給水管 

ｳ～ｲ間 

146 40 逆止弁 1.08 ― 1.08 表-2.4.1 

146 40 水道ﾒｰﾀ 2.52 ― 2.52 表-2.4.1 

146 40 ﾎﾞｰﾙ伸縮止水栓 ― ― ― 表-2.4.1 

146 40 105 5.7 0.60 0.5 1.10 図-2.4.3 

給水管 

ｲ～ｱ間 

146 40 分水栓 0.42 ― 0.42 表-2.4.1 

146 40 105 3.0 0.32 1.2 1.52 図-2.4.3 

      計 6.64  

 

損失水頭計＝6.64m 

よって、流入圧力設定値 Px は 20.0m－6.64m＝13.36m＝0.13MPa 

（1.3kgf/cm2）となる。 

 

⑦ 増圧給水設備のポンプ停止設定値 PT 

PT≧6－H≧0 

PT=6m－（1.2m＋0.5m）＝4.3m＝0.04MPa（0.4kgf/cm2） 

PT：ポンプ停止圧力設定値（MPa（kgf/cm2）） 

H ：配水管から設備設置位置までの鉛直高さ（m） 

よって、増圧給水設備のポンプ停止設定値は、0.04MPa 以上を設定す

る。 

 

⑧ 全揚程の計算 

全揚程＝Pp－Px 

Pp：吐出圧力設定値（MPa（kgf/cm2）） 

Px：流入圧力設定値（MPa（kgf/cm2）） 

よって、全揚程＝0.39MPa－0.13MPa＝0.26MPa（2.7kgf/cm2）とな

る。 

 

⑨ 給水管の口径計算 

V＝Q/A 

V：流速（m/s） A：断面積（m2）＝πD2/4 

Q：計画使用水量（m3/s） D：口径（m） 

A=π×0.04 2÷4＝0.001256  Q＝146L/min=0.00243m3/s 

V=0.00243÷0.001256=1.93m/s 

よって、1.93m/s＜2.0m/s であるので、仮定どおりの口径で適当である。 
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（5） 受水槽式 

ア 計算条件 

計算条件は、次のとおりとする。 

集合住宅（マンション） 

2LDK  20 戸 

3LDK  30 戸 

使用人員 

2LDK  3.5 人 

3LDK  4.0 人 

使用水量 200L/人/日 

配水管の水圧  0.2MPa 

給水高さ    4.5m 

給水管延長   15m 

 

損失水頭 

止水栓（40mm） 0.2m とする。 

ボールタップ（40mm） 0.52m とする。 

分水栓（40mm） 0.1m とする。 

 

イ 口径決定計算 

（ア） 計画１日使用水量  3.5 人×20 戸×200L/人/日＝14,000L/日 

（ア） 計画１日使用水量  4.0 人×30 戸×200L/人/日＝24,000L/日 

（ア） 計画１日使用水量  14,000L/日＋24,000L/日＝38,000L/日 

（イ） 平均流量      1 日使用時間を 10 時間とする。 

（イ） 平均流量      38,000L/日÷10＝3,800L/h＝1.1L/sec 

（ウ） 受水槽容量     計画 1 日使用水量の 1/2 とする。 

（イ） 平均流量      38,000L/日×1/2＝19,000L/日よって 19.0m3とす

る。 

（エ） 仮定口径      水道メータの適正使用流量範囲等を考慮して 

（エ） 仮定口径      40mm とする。 

（オ） 損失水頭      水道メータ：0.62m（表-2.4.1 より） 

（オ） 損失水頭      止水栓：0.2m 

（オ） 損失水頭      ボールタップ：0.52m 

（オ） 損失水頭      分水栓：0.1m 

（オ） 損失水頭      給水栓：26‰×15m＝0.39m（図-2.4.3 より） 

（カ） 給水高さ      4.5m 

（キ） 所要水頭      0.62+0.2+0.52+0.1+0.39+4.5=6.33m 

よって、6.33m＝0.633kgf/cm2。0.633×0.098MPa＝0.062MPa＜0.2MPa であ

るので、仮定どおりの口径で適当である。 
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表-2.4.1 損失水頭表 
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2.5 給水装置の使用材料 

1 給水装置の構造及び材質については、水道法施行令第 6 条で定める技術的細目を

満たしていること。 

2 給水管の分岐から水道メータまでの給水管の材質を下記のとおり指定する。なお、

現場状況等により、これによりがたい場合は上下水道局と協議すること。 

（1） 分岐から最初に設置する止水栓をメータボックス内に設ける場合 

給水管口径 

配水管管種 
50mm 以下 75mm 以上 

ダクタイル鋳鉄管 

鋳鉄管 

ビニル管 

配水用ポリエチレン管 

ｽﾃﾝﾚｽ鋼管（JWWA G115） 

波状管（JWWA G119） 

ダクタイル鋳鉄管 

（GX・NS 形継手） 

（2） 分岐から最初に設置する止水栓を単独で設ける場合 

（凡例） A---------- 分水栓から止水栓まで 

A、B----- 止水栓からメータまで 

※ 給水管の分岐から水道メータまでが 10.0m 以上で、公道部分に給水管を布設する

場合のみ。 

3 ステンレス鋼管及び波状管の継手はφ13～φ30mm まではステンレス差込式継手

（本市承認図）、φ40・50mm はステンレス伸縮可とう式継手を使用すること。 

4 規格表以外の材料を使用する場合は、給水装置の構造及び材質基準に関する厚生

省令第 14 号の性能基準を満たしていること。その場合、上下水道局の承認を受け

ること。 

 

配水管管種 

給水管口径 

 ダクタイル鋳鉄管 

鋳鉄管 

ビニル管 

配水用ポリエチレン管 

40mm 以下 

A 
ステンレス鋼管（JWWA G115） 

波状管（JWWA G119） 

B 
耐衝撃性硬質塩化ビニル管（宅内のみ） 

水道ポリエチレン二層管 1 種※ 

50mm 

A 
ステンレス鋼管（JWWA G115） 

波状管（JWWA G119） 

B 
ポリエチレン粉体ライニング鋼管 

配水用ポリエチレン管 

75mm 以上 

A ダクタイル鋳鉄管（GX・NS 形継手） 

B 
ダクタイル鋳鉄管 

ポリエチレン粉体ライニング鋼管 
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（解説） 

1 給水装置については、水道法に基づいて構造・材質基準が定められている。この基

準には、給水装置に用いようとする個々の給水管及び給水用具の性能確保のため性

能基準並びに、給水装置工事の適正を確保するために必要な具体的な判断基準が定

められている。 

 

2 給水装置を構成する個々の給水管及び給水用具が性能基準を満足しているだけで

は給水装置の構造・材質の適正を確保するためには不十分であることから、給水装

置システム全体として満たすべき技術的な規準を定めている。 

（1） 耐圧性能基準 

水道の水圧により給水装置に水漏れ、破壊等が生じることを防止するためのも

のである。 

（2） 浸出性能基準 

給水装置から金属等が浸出し、飲用に供される水が汚染されることを防止する

ためのものである。 

（3） 水撃限界性能基準 

給水用具の止水機構が急閉止する際に生じる水撃作用により、給水装置に破壊

等が生じることを防止するためのものである。 

（4） 防食性能基準 

酸又はアルカリによって侵食されるおそれのある場所に設置される給水装置

は、酸又はアルカリに対する耐食性を有する材質のもの又は、防食材で被覆す

ること等により侵食を防止するためのものである。 

又、漏えい電流により侵食されるおそれのある場所に設置される給水装置は、

非金属製の材質のものあるいは、絶縁材で被覆すること等により電食防止のた

めの措置が講じられるものでなければならない。 

（5） 逆流防止性能基準 

給水装置からの汚水の逆流により、水道水の汚染や公衆衛生上の問題が生じる

ことを防止するためのものである。 

（6） 耐寒性能基準 

給水用具内の水が凍結し、給水用具に破裂等が生じることを防止するものであ

る。 

（7） 耐久性能基準 

頻繁な作動を繰り返すうちに弁類が故障し、その結果、給水装置の耐圧性、逆

流防止等に支障が生じることを防止するためのものである。 
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M 

2.6 図面作成 

1 図面は給水装置計画の技術的表現であり、工事施工の際の基礎であるとともに、

給水装置の適切な維持管理のための必須の資料であるので、明確かつ容易に理解で

きるものであること。 

2 図面に使用する表示記号は、解説に示すものを標準とすること。 

（解説） 

図面は、給水する家屋などへの給水管の布設状況などを図示するものであり、維持

管理の技術的な基礎的資料として使用するものである。 

したがって、製図に際しては、誰にも容易に理解し得るよう表現することが必要で

あり、以下の項目を熟知して作成すること。 

 

1 記入方法 

（1） 表示記号 

図面に使用する表示記号は、表-2.6.1、図-2.6.1～5 を標準とすること。 

〔記入例〕 

（管種） （口径） （延長） 

SSP φ25 1.5 

 

表-2.6.1 給水管の管種記号 

管 種 記 号 管 種 記 号 

亜鉛メッキ鋼管 GP 塗覆装鋼管 STPW 

石綿セメント管 ACP 鉛管 LP 

硬質塩化ビニル管 VP 水道ポリエチレン二層管 1種 PE 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 SGP－V ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ粉体ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 SGP－P 

ステンレス鋼管、波状管 SSP 〃（外面亜鉛メッキ） SGP－PB 

耐衝撃性硬質塩化ビニル管 HIVP 〃（外面二層ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆） SGP－PC 

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（各種継手） DIP 〃（外面一層ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆） SGP－PD 

鋳鉄管 CIP ポリブデン管 PBP 

銅管 CP 架橋ポリエチレン管 XPEP 

 

 

名  称 図示記号 名  称 図示記号 名  称 図示記号 

仕切弁 

 

 消火栓 

 

 

 

量水器 

 

 

止水栓 
 

 

防護管 

（さや管） 

 
ヘッダ 

 

― 
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逆止弁 

 
口径の 

変更 

 

管の交差 

 

名  称 図示記号  

減圧弁  

 

 

 

図-2.6.1 弁栓類その他の図示記号 

 

種 別 表示記号 種 別 表示記号 種 別 表示記号 

給水栓類 
 湯水混合

水栓 

湯    水 
特殊器具 

 

注：ここで、特殊器具とは、特別な目的に使用されるもので、例えば、湯沸し器、ウォー

タークーラ、電子式自動給水栓等をいう。 

図-2.6.2 給水栓類の符号（平面図） 

 

種 別 符 号 種 別 符 号 種 別 符 号 

給水栓類 

 

ｼｬﾜｰﾍｯﾄﾞ 

 

ﾌﾗｯｼｭﾊﾞﾙﾌﾞ 

 

ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ 

 

湯水混合 

水栓 

湯   水  

特殊器具 

 

注：ここで、特殊器具とは、特別な目的に使用されるもので、例えば、湯沸し器、ウォー

タークーラ、電子式自動給水栓等をいう。 

図-2.6.3 給水栓類の符号（立面図） 

 

名  称 受水槽 高置水槽 ポンプ 増圧ポンプ 

記号 

および 

符号 

    

図-2.6.4 受水槽その他の記号及び符号 

 

名 称 給水管 井戸管 撤 去 廃 止 

新 設 既 設 新 設 既 設 

種 別 黒色実線 黒色破線 一点鎖線 二点鎖線 黒色実線を斜線で消す 

記入例      

図-2.6.5 工事別の表示方法 

BP P 
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（2） 図面の種類 

給水装置工事の計画、施工に際しては、以下を作成すること。 

ア 位置図 給水（申込）家屋付近の状況等の位置を図示したもの。 

イ 平面図 道路及び建築平面図に給水装置及び配水管の位置を図示したもの。 

ウ 横断図 地形の横断図に道路幅員、配水管位置、給水管の土被りを図示した

もの。 

エ 配管見取り図 布設した配管状況を図示したもの。使用した資材名称も記入

すること。 

オ 詳細図 平面図で表すことのできない部分を別途詳細に図示したもの。 

（3） 文字 

ア 文字は明確に書き、漢字は楷書とする。 

イ 文章は左横書きとする。 

（4） 単位 

ア 給水管及び配水管の口径の単位は mm とし、単位記号はつけない。 

イ 給水管の延長の単位は m とし、単位記号はつけない。 

なお、延長は少数第 1 位（少数第 2 位を四捨五入）までとする。 

 

2 作図 

（1） 方位 

作図に当たっては必ず方位を記入し、北を上にすることを原則とする。 

（2） 位置図 

給水（申込）家屋、施工路線、付近の状況、道路状況及び主要な建物を記入す

ること。 

（3） 平面図 

平面図には、次の内容を記入すること。 

ア 給水栓等給水用具の設置位置 

イ 配水管からの給水管の分岐位置と量水器ボックスのオフセット 

ウ 布設する管の管種、口径、延長及び位置 

エ 道路の種別（舗装種別、幅員、歩車道区分、公道及び私道の区別） 

オ 公私有地、隣接敷地の境界線 

カ 分岐する配水管及び既設給水管等の管種、口径 

キ その他工事施工上必要とする事項（障害物の表示等） 

（4） 詳細図 

平面図で表すことができない部分に関して、縮尺の変更による拡大図等による

図示すること。 

（5） その他 

受水槽式給水の場合の図面は、直結式給水部分（受水槽まで）とする。 


